
様式第１号（第７条関係） 

審査基準・標準処理期間整理票 

処分の内容 農業協同組合等による換地計画の認可 

根 拠 法 令 

及 び 条 項 

土地改良法 

第９６条（第５２条第１項の準用） 

審
査

基
準
 

■ 有（第４条第１項に該当する場合を含む。） 

□ 無（根拠：第４条第２項第 号に該当） 

公表 ■ する □ しない（公表しない場合の根拠：第７条第４項第 号に該当） 

【内容】（※審査基準を公表する場合のみ記載すること。） 

（土地改良区に関する規定の準用） 

第九十六条 第九十五条第一項の規定により行う土地改良事業には、第四十七条、

第五十条、第五十二条第一項から第五項まで、第八項及び第九項、第五十二条

の二から第五十五条まで、第五十六条第二項、第五十七条から第五十七条の三

まで並びに第六十三条の規定を準用する。この場合において、第五十二条第五

項中「第五条第七項に掲げる権利を有する全ての者で組織する会議の議決を経

なければ」とあるのは「第五条第七項に掲げる権利を有する全ての者の同意を

得なければ」と、第五十三条の四第二項中「第五十二条第四項から第九項まで

及び」とあるのは「第五十二条第四項、第五項、第八項及び第九項並びに」と、

第六十三条第三項ただし書中「第六十条の規定による請求に基く地役権の対価

の減額があつた場合には」とあるのは「その土地改良事業の工事の完了につき

第百十三条の三第二項の規定による公告があつた日（換地処分に係る場合にあ

つては、第五十四条第四項の規定による公告があつた日）から起算して一年を

経過した場合は」と読み替えるものとする。 

 

（換地計画の決定及び認可） 

第五十二条 土地改良区は、その行う土地改良事業（第四十九条第一項の規定に

より応急工事計画を定め、これに基づいて行う第二条第二項第五号の事業を除

く。）につき、その事業の性質上必要があるときは、当該土地改良事業の施行

に係る地域につき、換地計画を定め、都道府県知事の認可を受けなければなら

ない。 

２ 土地改良事業の施行に係る地域を数区に分けてそれぞれ前項の換地計画を定

める場合において、必要があるときは、一の区に係る換地計画において、他の

区の区域内にある土地を従前の土地として、これにつき換地を定め、又は定め

ないことができる。この場合には、その従前の土地とされた土地は、当該一の

区以外のいずれの区に係る換地計画においても、従前の土地とすることができ

ない。 

３ 第一項の換地計画は、耕作又は養畜の業務を営む者の農用地の集団化その他

農業構造の改善に資するように定めなければならない。 

４ 第一項の換地計画を定めるには、農林水産省令で定めるところにより、次項

の規定による議決前に、農用地の集団化に関する事業についての専門的知識及

びその事業に係る実務の経験を有する者で政令で定める資格を有するものの意

見を聴かなければならない。 



５ 第一項の換地計画を定めるには、その計画に係る土地につき第五条第七項に

掲げる権利を有する全ての者で組織する会議の議決を経なければならない。こ

の場合には、前項の規定により聴いた意見の内容を示さなければならない。 

６・７ 略 

８ 第一項の認可を申請するには、その申請書に関係農業委員会の同意書を添付

しなければならない。ただし、同意を求めた日から六十日以内にその同意を得

られない場合には、その事由を記載した書面を添付すれば足りる。 

９ 第一項の場合には、第七条第五項及び第六項の規定を準用する。２～９ 略 

（審査及び公告等） 

第五十二条の二 都道府県知事は、前条第一項の認可の申請があつたときは、当

該申請に係る換地計画につき詳細な審査を行なつてその適否を決定し、その旨

を当該申請をした土地改良区に通知しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前条第一項の認可の申請について、左の各号の一に該当す

る場合を除き、前項の規定により適当とする旨の決定をしなければならない。 

一 申請の手続又は換地計画の決定手続若しくは内容が、法令又は法令に基づ

いてする行政庁の処分に違反しているとき。 

二 換地計画の内容が、土地改良事業計画の内容と矛盾しているとき。 

３ 前条第八項ただし書の場合において、第一項の規定により適否の決定をしよ

うとするときは、都道府県知事は、当該関係農業委員会の意見をきかなければ

ならない。 

４ 第一項の規定による適否の決定については、第八条第六項の規定を準用する。

この場合において、同項中「土地改良事業計画書及び定款」とあるのは、「換

地計画書」と読み替えるものとする。 

審 査 基 準 

設定年月日 

令和６年２月５日 

審 査 基 準

最終変更年月日 

年  月  日 

標準処理期間 

□ 有(第６条において準用する第４条第１項に該当する場合を含む。) 

  期間（                  ） 

■ 無(根拠：第６条において準用する第４条第２項第１号に該当) 

標準処理期間

設定 年月 日 

年  月  日 

標 準 処 理 期 間

最終変更年月日 

年  月  日 

所管部署  環境経済部 産業振興課 

備考 

 知事の権限に属する事務処理に関する法律（平成１１年埼玉県条例

第６１号）の規定により市が処理するとされた土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）の事務 

注 許認可等をするかどうかの判断基準が法令又は条例等において具体的に規定し尽

くされているため審査基準を設定する必要がない場合は、その旨及び当該法令の定め

を審査基準の内容欄に記載すること。 


